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成果の概要/今泉晶 
研究課題名「農民のシードシステム」の日欧比較研究－有機農業における農民の採種・種

子利用を中心に－」（受入期間：オランダ王国ワーヘニンゲン大学、期間：平成２２年１０月

１０日～平成２３年１０月１日）における研究成果について下記の通り報告する。 

 

研究目的 

本研究は、「農民の権利」の確立・保障と農業における生物多様性の保全が国際的な課題

であることを踏まえ、これらの課題達成において重要視されている農民の自家採種（農民が

次の農期での使用を目的に種子を自ら生産する行為）が先進国のフォーマル種子市場におい

てどのように位置づけられているのかを、有機農業における種子利用を事例に明らかにする

ことを目的としている。日本の事例との比較対象として、種子制度の整備によって有機農業

のためのフォーマル種子市場（以下、有機種子市場）を形成しているＥＵに着目し、その中

でも種子制度の厳格な運用を行っているオランダの事例に焦点を当てることとした。 

 

研究手法 

文献調査と関係者への聞き取り調査を実施した。 

文献調査では、種子一般および有機農業に対するＥＵ規則ならびに各加盟国国内規則を整

理する一方で、これらの法制度に対して農業者団体や種子産業、大学および民間研究機関で

どのような議論がなされているのかを調査した。 

 聞き取り調査では、オランダにおいて有機種子を生産、販売している主要な種子会社４社

のうち 3社、及び有機農業の生産から農産物の表示に至るまでの包括的な情報提供を行う機

関を訪問した。また大規模および小規模有機農家を訪ね、種子利用の詳細を調べた。さらに、

種子全般の品質検査を行う国立機関を訪問し、種子制度の運用について聞取りを行った。 

 またＥＵレベルの種子規制については、The European Consortium for Organic Plant Breeding 
(ECO-PB)のメンバーへの聞取りとワークショップへの参加を通じて、ＥＵレベルでの政策

と各国国内状況とのギャップを考察した。 
 

研究成果 

文献調査で明らかになった点として以下の 2点があげられる。第 1に、認証を受けた有機

農業においては有機種子の利用が義務づけられていると同時に、非有機種子の例外的利用が

利用者の申請により認められており、この例外利用の許諾の程度が加盟国ごとに異なるとい

う点である。この程度の差を生じさせている要因として各国の農業および産業事情がある。

例えば競争優位にある種子産業を持ち、有機種子を供給する種子会社も多数存在するオラン

ダでは例外的利用は、ある品種（例えば、ミニトマト）に関しては全く認められず、他方、

小規模有機農家が数多く存在し、農家の自家採種も一部組織的に行われているフランス・イ

タリアでは比較的容易に例外利用の許可が農家に与えられる現状がある。第 2に、有機農業

に適した品種の開発・市場への供給を目指した、農民と研究者との知識・技術の共有や民間

企業との連携の在り方が目下の課題として認識されている点である。すなわち、参加型育種



への取り組みなど育種過程そのものの再検討や種子の品質管理制度に内在する種子品質の

評価基準の見直しが必要であるとの議論が行われている。 

聞き取り調査では、有機農産物生産での種子利用における自家採種の有無を確認した。そ

の結果、比較的小規模な生産においては自家採種が認められ、一方で大規模な生産になると

農家経営上の理由から自家採種は行われていないことが明らかとなった。その主な要因とし

て、上述したように、有機農業における有機種子利用の規制がオランダでは他のＥＵ加盟国

と比較して非常に厳格に運用されていることがある。 

そこでこのように規制が厳格に運用されている経済的背景について関係者に聞き取りを

行った結果、有機種子のフォーマル市場形成が種子会社および有機農家、両者の経営上、重

要であり、そのためには種子利用規制を厳格に運用することで有機種子の需要を創出するこ

とが必要と認識されていることが明らかとなった。すなわち、一般種子市場で競争優位にあ

る種子会社を複数抱えるオランダにおいては、種子会社、特に競争劣位にある中・小規模種

子会社はニッチ市場であっても有機種子市場に特化することで競争力を得ることが可能と

なる。一方で有機農家は有機農法に適した良質な有機種子を市場で確実に調達することがで

きる。そこで有機種子の品質管理と農家の有機種子利用を徹底することで、両者の利害が調

整される市場を形成していると言える。 

しかしながら、オランダにおける有機種子市場の形成過程は行政のトップダウン方式ある

いは供給サイドである種子会社の自由な商品開発・販売に依存するものではなく、種子市場

で需要者の立場にある農家も参加している点に特徴があることがわかり、本研究ではその過

程を明らかにすることができた。 

 また、他のＥＵ加盟国においても国内のフォーマル有機種子市場の形成が有機種子の確保

のためには必要不可欠であるという認識はあるものの、各国の農業事情や食文化が農民の種

子利用に強く影響していることから、ＥＵレベルの種子規制の厳格運用に対してはかなりの

温度差があることも明らかになった。加えて、ＥＵレベルにおいてもオランダが採用してい

る利害関係者の参加および合意に基づく制度運用、市場形成はモデルケースとして認識され

ており、各国はそれを国内事情に沿う形で運用する方針を持っていることも明らかにするこ

とができた。 

 

以上 


